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日韓地域福祉の比較研究は, 2 つの領域によって担われた. １つは地域福祉計画, もう１つは
介護予防である. 地域福祉計画の共同研究については, その推進役を担った平野隆之が, 介護予
防の共同研究については, 近藤克則がそれぞれ解説を加えることとする. なお, 両研究とも, 日
本福祉大学COEプログラムによるプロジェクトの一環として行われた研究である.
地域福祉計画の日韓比較
地域福祉計画策定に関する日韓共同研究会は, 2006 年度から 2007 年度の２年間にわたる研究
会活動を継続して実施してきたものであり, 今回の特集はその成果の一部である. 日韓共同研究
会は, 概ね韓国で 2回, 日本で 5回開催された. 韓国において地域福祉概念が定まっていない現
状から, 地域福祉概念と計画策定の実態が整合している日本の先駆的な地域福祉計画策定事例を
素材にしながら研究が進められた. 共同研究の出発点にリアリティのある素材をもとに理解を深
める方法をとった.
取り上げられた日本の地域福祉計画の事例は, 行政主導の 2事例 (茅野市・高浜市), そして
社会福祉協議会の力量が発揮された地域福祉計画 2事例 (宝塚市・豊中市) の合計 4事例であっ
た. 前者は, 自治体の市長のリーダーシップによって地域福祉計画策定が行われた自治体であり,
制度化された地域福祉計画の新たなあり方の提示に至るものである. また, 後者は社会福祉協議
会のコミュニティワークの力量が蓄積され, 行政に認められている事例であり, 行政計画である
にもかかわらず, 計画策定に社会福祉協議会が積極的にかかわり役割を果たしているという特色
がある. それぞれの計画策定をリードした研究者として, 平野隆之をはじめ関西学院大学の牧里
毎治教授, 日本福祉大学の原田正樹准教授らが研究報告をおこなった.
素材としては, こうした具体的な事例を取り上げてきたが, 毎回の研究会では, 参加研究者が
共同研究上の論点に沿って, 地域福祉概念, 地域福祉計画研究の枠組み, 計画の評価方法などに
ついて報告を繰り返してきた. いわば, 具体と抽象の往復作業を繰り返してきた研究会といって
よい.
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本論文集は, 日本の地域福祉 (計画) 研究の国際的な展開の可能性を提示するとともに, 韓国
の文脈から内容が企画されている. まず, 朴貞蘭 (Park Jeongran) 副教授による ｢地域福祉
の概念規定に関する一考察－韓国の場合｣ において, 韓国の地域福祉概念を取り巻く現状につい
て理解を深める. 次に, 共同研究会で取り上げられた日本の住民参加によるプロセス重視の地域
福祉計画からの示唆を踏まえたものとして, 李善雨 (Lee Sunwoo) 教授による ｢地域福祉計画
研究の接近方法－韓国の事例から｣ と金永鍾 (Kim Youngjong) 教授による ｢韓国地域福祉計
画策定の実態と改善方策｣ が紹介されている.
日韓両国の比較を受けて, 朴兪美 (Park Yumi) 研究員によって ｢韓国と日本の地域福祉計
画比較－政策意図と評価課題を中心に｣ が整理され, 日本への示唆が示されている. これらの地
域福祉計画の発展可能性として, 陳在文 (Jin Jaemoon) 教授の ｢韓国地域福祉計画とローカ
ルガバナンスに関する考察｣ が提示されている. 最後に, 日韓共同研究会のこれからの方向性に
関する提案として, 金永鍾教授の ｢日韓共同研究を振り替えて－弟２ステージにむけた方向性の
提示｣ が示されている.
日韓共同研究の成果として, 本論集に寄稿していただいた諸先生方に感謝するとともに, 第 2
ステージをめざして, 共同研究の更なる充実を図ることに努力したい.
日韓介護予防比較研究の企画
近藤克則を研究リーダーとする臨床チームは, 韓国の延世大学の李奎植 (Lee Kyusik) 教授,
秦基南 (Jin Kinam) 教授らと共同して, 地域居住高齢者についての共同研究に取り組んでき
た. ここで, そこに至った経過と共同研究のねらい, 本特集に掲載した 2本の論文の位置づけに
ついて, 簡単に説明しておこう.
臨床チームでは, 高齢者ケア政策に関する科学的な知見を得る目的で, 1999 年度からAGES
(Aichi Gerontological Evaluation Study, 愛知老年学的評価研究) プロジェクトに取り組ん
できた. その一環として, 介護予防政策に資する目的で, 要介護認定を受けていない一般高齢者
を対象とする大規模な社会疫学的調査を行い, その成果を発表してきた1).
この調査を知った韓国からの留学生が, AGES プロジェクトの調査票を韓国語に翻訳し, 同
じ内容の調査を韓国南部の金海 (Gime) 市で行った. 似た結果が多かったが, いくつか異なる
点があった. その一つは, 閉じこもり状態である高齢者の割合であった. 日本では約５％であっ
たのに対し, 韓国では, それがおよそ半分だったのである. サンプル数が約 200 人とさほど多く
なく, 日本でも, 自治体によっては, この程度のバラツキが見られたため, ｢誤差かもしれない｣
と考えた. しかし, 韓国からの留学生が, きっぱりと ｢誤差ではないと思います. 韓国には, 敬
老堂 (KyonroDang) というものがあって, 多くの高齢者が毎日のように, そこに集まってい
ますから｣ と言ったのである.
そこで ｢敬老堂プロジェクト｣ を立ち上げた. すでに他で報告した2,3)ので詳細は省くが, 韓国
の敬老堂研究者である趙 (Cho Young) 教授 (韓南大学) や保健福祉部 (日本の厚生労働省に
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あたる) へのヒヤリング調査やいくつかの敬老堂の現地調査などによって, 敬老堂の存在が大き
いことを知った. それを裏付けようとして, 取り組んだ調査の一部に関する報告が, 本特集に掲
載した斎藤論文である. そこでは, 高齢者の閉じこもり割合や, 外出先として敬老堂が占める割
合, 敬老堂を利用している高齢者の主観的健康感やうつなどの精神的健康状態を把握することを
目的に分析を行った. 斎藤報告には, 他での報告では省いた基礎的な項目に関して, 地域居住高
齢者の日韓比較をした結果を紹介する.
我々は同時期に, ハイリスク戦略に偏重している日本の介護予防政策に疑問を持ち, ポピュレー
ション戦略の開発を考えていた. そこで, 韓国の敬老堂にヒントを得て, 特に閉じこもり状態の
予防を意図した介入研究を着想した. その特徴は, 個人に対してではなく, 地域や環境に介入す
る点であり, 21 世紀 COEプログラム日本福祉大学プロジェクトのテーマであった福祉社会開発
学の応用研究としても位置づけられる. そのプロセスを記述したのが平井論文である. 敬老堂の
ような ｢生き生きふれあいサロン｣ を, 高齢者の徒歩圏に開設できるよう多拠点 (初年度の 2007
年度には 3 カ所, 2008 年度に 2 カ所増設予定) で開発することをめざし, 地域住民から運営ボ
ランティアを募り, それを待ちが支援することで多拠点の開設運営を追求した. プログラムの内
容では, 転倒予防体操など主に身体面への働きかけではなく, 心理社会的な側面にも介入でき飽
きも起きにくいよう多彩な楽しいプログラムを用意したこと, 行政も支援的な環境作りに関わっ
たことなども特徴である. これらは, 韓国の敬老堂が持っていた特徴を, 日本の実情に併せてア
レンジしたと言えるものである.
日韓の地域居住高齢者の生活実態の比較や, そこにおける差をもたらす要因の発見, それをヒ
ントにした介護予防プログラムの開発など, 臨床チームおける日韓共同研究は, 当初期待してい
た以上の成果をあげつつある. 本特集では, その一端を報告する.
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